〈地域調査報告〉　東日本大震災後の産業復興の実態と課題――岩手県陸前高田市と大槌町の被災地調査―― by 柳井ゼミナール
〈地域調査報告〉　東日本大震災後の産業復興の実
態と課題――岩手県陸前高田市と大槌町の被災地調
査――
著者 柳井ゼミナール
雑誌名 地域構想学研究教育報告
号 9
ページ 59-66
発行年 2018-12-31
URL http://id.nii.ac.jp/1204/00023990/
59―　　―
地域構想学研究教育報告，No.9（2018）
１．はじめに
　本調査は，岩手県大槌町，陸前高田市を対象と
し，2011年３月11日に発生した東日本大震災から
2017年11月現在の産業復興の現状を明らかにし，
その課題について考察することを目的としてい
る。二つの市町を取り上げた理由は，後述するよ
うに両地域とも沿岸地域に位置し，その中でも特
に甚大な被害を受けた地域であることと，町と市
の復興の違いを比較しながら把握するためである。
　まず，大槌町は岩手県南東部に位置する人口
１万2148人（2017年）の町である（図１）。当町は，
震災当時，最大震度６弱の地震に見舞われ，それ
による津波の影響で1285名の死者・行方不明者の
人的被害を受けた。また，世帯数も震災前から
908世帯減少しており，もともと住んでいた町民
が震災を機に町外移住していったことがわかる。
　産業においては町の基幹産業である商工業，水
産業を中心に甚大な被害を被った。水産業につい
ては，主要水産物のサケの水揚げ量が激減した。
　また町全体としては，公営住宅などの生活環境
やインフラ整備の方が優先的に行われている一方
で，商業復興が遅れている。このことを明らかに
したい。
　陸前高田市は岩手県南東部に位置する人口１万
9,758人（国勢調査2015）の市である。当市も大津
波によって1757人の死者・行方不明者を出した。
被災世帯数は全8,069世帯のうち4,063世帯（50.4%）
で，そのうち93.6%の3,801世帯が全壊となった（表
１）。当市では，沿岸部と高台の商店や商業施設を
比較して，互いの経営面で差異を明らかにしたい。
　両地域とも2017年11月10・11日にヒアリング調
査を行った。以下，分析を進めていく。
２．統計からみた両地域の実態
　表２は，岩手県の沿岸部の主な市町の人口増減
を示したものである。国勢調査データを用いたの
は，常住地ベースでの調査であるため，住民基本
台帳のように住民票ベースで他地域に避難してい
る誤差を修正して，より実態に即した人数の把握
が可能と考えたためである。
　人口増減でみると陸前高田市が3,542人と最も
多く，次いで大槌町3,517人となっている。これ
を増減率で確認すると大槌町が23％減，陸前高田
市15％減の順となる。両地域とも人口の絶対減，
相対減でもっとも人命が奪われた地域の一つであ
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図１　大槌町の人口の推移
（出所）大槌町復興レポート（2017年７月版）
津波 地震 計
全壊 3,801 4 3,805 
大規模半壊 112 2 114 
半壊 104 18 122 
一部損壊 46 3,942 3,988 
合計 4,063 3,966 8,029 
表１　陸前高田市の被災状況
（出所）陸前高田市HP
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ることがわかる。
　表３は事業所数と従業員数の変化を示したもの
である。事業所数の増減では，釜石市が486の減
少で，次いで陸前高田市478となっている。大槌
町420減は大船渡市426減にほぼ匹敵している。こ
れを減少率でみると大槌町が55.0％減少，陸前高
田市がこれに次ぐ39.0％減となっている。従業員
数では大槌町が1,982人減で，次いで大船渡市1,513
人減，釜石市1,368人，陸前高田市1,136人となっ
ている。増減率では，大槌町が41.0％減，陸前高
田市16.0%減となっている。
　これらの事から，対象地域は人口，事業所，従
業員の減少および減少率において厳しい状況にあ
ることがわかる。
３．大槌町ヒアリング調査結果
（1）被災地の概要（大槌町役場）
　東日本大震災で大槌町は死者・行方不明者等合
わせて1,285人，家屋被害は，全壊・半壊等4,375棟，
公共施設被害は約578億6376万円の被害を受けた。
震災当時の役場の対応としては，ご遺体の安置・
物資調達・燃料調達の３つの班に分かれて避難所
運営を行っていた。駐車場に建っている２階建て
プレハブは住民票発行に利用した。災害復興支援
室として役場機能が再開できたのは４月半ばだっ
た。震災前の職員数はプロパー職員136名であっ
たが，震災以降2012年は派遣社員が51名，2013年
は93名，2014年は130名と年々人数が増えていった。
いずれ町として従来通りのプロパー職員で行政運
営を実施しなければならないため，現在は職員
の業務レベルの向上が求められている（写真１）。
　大槌町は，町長が津波の犠牲で亡くなり５か月
間不在であったため，他の地域より復興が遅れた。
そこで町方・安渡・吉里吉里・沢山・浪板の６地
区ごとに復興計画を進めた。
　復興を進めていくにあたって問題となったのは，
防潮堤の建設である。町方・安渡・吉里吉里地区
は，賛成意見であったが，赤浜・浪板地区は，不
要だという反対意見であった。二つの地区の住民
が防潮堤の建設計画に反対した理由は３つある。
１つ目は国の防潮堤案は14.5ｍであったが，実際
の東日本大震災の津波は22ｍの高さに達したた
め，国の防潮堤案通りに防潮堤を作ってしまうと
津波を防ぐことが出来ないためである。２つ目は
避難が遅れた原因が，以前からある高さ6.4mの防
潮堤が津波の状況確認を遅らせたことにあったか
らである。３つ目は土地を手放したくないとの強
い思いが存在したためである。このことから，赤
浜・浪板地区は計画で，住民は防潮堤を建設する
のではなく，住宅を高台に移転することを望んだ。
　次に大槌町の被災企業の状況を見てみると被災
事業所は387，営業継続・事業再開は213，未再開
及び転出は19，廃業は155となっている。約４割
2010 2015 増減 増減率
県 計 1,330,147 1,279,594 ▲50,553 0.96
宮古市 59,430 56,676 ▲2,754 0.95
大船渡市 40,737 38,058 ▲2,679 0.93
陸前高田市 23,300 19,758 ▲3,542 0.85
釜石市 39,574 36,802 ▲2,772 0.93
大槌町 15,276 11,759 ▲3,517 0.77
表２　被災地沿岸部の主な市町の人口増減
（出所）国勢調査（2010,2015）
表３　被災地沿岸部の主な市町の人口増減
（出所）経済センサス-基礎調査（2009,2014）
事業所数 従業者数
2009 2014 増減 2009 2014 増減
総数 64,293 59,500 -4,793 546,239 536,313 -9,926
宮古市 2,946 2,684 -262 20,110 20,742 632
大船渡市 2,623 2,197 -426 17,326 15,813 -1,513
陸前高田市 1,225  747 -478 6,910 5,774 -1,136
釜石市 2,306 1,820 -486 16,723 15,355 -1,368
大槌町 760  340 -420 4,797 2,815 -1,982
写真１　大槌町役場
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の事業者は再建という手段を選択せずに災害公営
住宅に住み年金受給による生活を送るという道を
選んでいる（表４）。
　今後の課題は仮設住宅の在り方についてであ
る。町としては，住民が独自に住居を確保し，こ
れまでの生活に戻ることを期待しているが，現状
として経済的・精神的に厳しい状況が続いている。
予定では2019年の３月までには仮設住宅を21棟に
まで減らすことになっている。また，震災後の人
口流出を防ぐため商業施設より民家の建設を優先
（住宅ファースト）してきたが，やはり働く場所
の確保が今後必要となる。そのため産業集積地の
拡大が課題となっている。
（2）人口減少と産業復興（大槌町商工会）
　大槌町は町のほとんどが津波や火災による被害
を受け，残った住宅はほぼなかった。震災前の人
口は約１万5000人であったが，震災後はほとんど
の住民が町外への避難を余儀なくされた。2017年
現在，約１万2000人が大槌町に戻ってきている。
　大槌町で最も深刻な問題は人口減少と高齢化であ
る。震災前から右肩下がりで減り続けていた人口
だったが，震災をきっかけに更に人口の大幅な減少
がみられた。多くの町民が町を離れざるを得なかっ
た理由として，交通のアクセス，子どもの学校，商
売を続けられなくなったということが挙げられる。
町を離れた3000人のうち1500人が避難先の地域に
住所変更をした。このことから他の地域で生活の
基盤を作った人が多数存在することが推測される。
一度住所を移すと再度戻ってくることはほぼ無い。
　「仮の人口」という見方がある。これは工事や
ボランティア活動のために他の地域からこの町へ
一時的に移住してくる人達である。外部から訪れ
た人といっても大槌町でホテルに泊まったり物を
買ったりと少なからず町の経済を潤わせてきた。
しかし，震災から６年が経過した今，「仮の人口」
も徐々に減少している。これは市場の縮小を意味
している。
　大槌町は元々あった商店街を復活させることが望
みである。行政からは商業のために，店舗ごとに必
要資金の３分の２の補助金が出されたが現実は補助
金では賄いきれない程支出がかさみ，商業を諦め
る人が後を絶たない。廃業者が増え，結果的には
商店街の復興が遅れている。いかにして大槌町に
人を残し，人を呼ぶかが今後の課題となっている。
（3）基幹産業（新おおつち漁業協同組合）
　新おおつち漁業協共同組合は，震災後の2012年
３月１日に発足した。震災前からあった大槌町漁
業協同組合は震災の打撃を受けて解散したため，
その後，かつての組合員と共に経営陣を変えて設
立した組合である。現在の組合員数は269名で，
大槌町漁業協同組合時の組合員数858名と比べる
と大きな減少がみられる。このことから多くの人
が漁業を辞めたことが分かる。この背景には，高
齢化の問題や，震災の影響による資金面の問題，
仮設住宅から海が遠く，漁に出る負担が大きく
なった等がある。
　震災前後の変化について，まず漁業従事者の年
齢層は，震災前は60歳代が最多だったが，多くの
人が辞めたこともあり現在の年齢層は若干下がっ
たという。また船の隻数は，震災前は800隻ほど
あったが現在は334隻だという。魚類の水揚げ高
は10億600万円から４億９千万円に，水揚げ量は
4237トンから1896トンと大きく減少した。
　中でも大槌の大きな柱であったサケの回帰率
が大きく下がった。震災前はサケの回帰率が
３千３百万～３千４百万匹であったのに対し，現
在は１千万～２千万匹にとどまっている。これは
サケの孵化場が震災によって流されてしまったこ
とが大きく関係している。もともと大槌は，大槌
川と小槌川の二か所に孵化場を持っていた。しか
し震災によって二か所とも流されてしまった。2017
年現在も大槌川の一か所でしか孵化場が再開でき
ていない。このことが今後の課題となっている。
　一方，貝類，海藻類については震災前とほぼ変
わらない。全体としては回復傾向にあるが，漁業
従事者が減ってしまったので震災前の収穫高に回
被災事業所 営業継続・事 業 再 開 未再開 休業 転出 不明 廃業
387 213 6 0 13 0 155
表４　2017年５月現在での被災事業所の状況
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復することはない。
　組合員数の減少に対して船の保有率，漁獲量な
どが上昇して一人当たりの生産性が上がっている
が，今後の課題は後継者問題にある。なぜなら漁
業をする人は減少する一方だからである。実際，
新漁協になってからは新規加入者は10 ～ 20人程
しかおらず，組合員全体の年齢層も高くなりつつ
ある。このままでは新規の人よりも辞める人が多
くなり，組合員が少なくなっていく。
（4）復興支援（復興まちづくり大槌株式会社）
　復興まちづくり大槌株式会社の設立は2013年３
月１日で，震災から２年後のことであった。設立
の背景に，町と民間の間に立ち，地元事業者の支
援，町の雇用創出，復興まちづくりの先行モデル
の実現をサポートしたいというものがあった。そ
の中で行っている事業としては，中心市街地活性
化のための施設運営，事業企画，情報発信，商品
開発等がある。
　事業の中心は宿泊施設「ホワイトベース大槌」
の運営である。この事業は，町外から訪れた大槌
町の復興事業に携わる工事作業員の受け入れが主
になっている。これは慢性的な町の宿泊施設不足
が背景にある。
　この施設のおかげで運営業務以外に，食堂運営，
薪ボイラー運営，客室家具受注，ウッドデッキの
地元施工等，雇用への貢献ができていることと，
施設内で宿泊者向けに地場産品の販売や町内観光
の案内等を行うことができている。
　課題としては，補助金が無くなり全ての事業費
を売り上げで賄っていかなければならいことが挙
げられる。現在は宿泊施設の稼働率が70％で黒字
経営だが光熱費節約のために薪風呂の導入等を
行っている。今後は，工事関係者以外の一般観光
者などの呼び込みも課題となってくる。
　大槌町の産業問題の１つ目は観光産業にある。
2020年の東京五輪等でインバウンド需要が増加して
いるが，その受け入れ態勢が整っていない。大槌町
には現在10 ～ 12の町の宿泊施設があるが，利用者
のほとんどは復興の工事関係者となっている。復興
事業が完了した後も宿泊施設が安定した経営を続け
ていくためには，観光客の増加が必要となる。しか
し大槌町には目立った観光地は無い。更に三陸海岸
全体としても，昔の観光のトレンドであった「自
然を見に行く」というスタンスのままである。観
光で人を呼び込むことは難しい。期待しているの
は2018年６月から施行予定の民泊法である。これ
により，民泊が促進され，一般の家を民泊，シェ
アルームとして積極的に開放することで手軽に泊
まりに行けるということが可能になる。また，周
辺地域との関わりをみると，ジンギスカンなどの
名産品がある遠野市，大槌町に比べ復興が進み産
業も盛んな釜石市，またその他にも三陸道の開通
により青森や宮城から訪れる人の増加が見込める。
　２つ目は水産業である。大槌町の水産加工が取
り扱う魚介類の６割は輸入品である。そもそも三
陸海岸沖で魚が獲れていないということもある
が，地場産業という観点から見ればこれは大きな
問題である。しかし，ホタテやカキの養殖につい
ては韓国や香港に輸出することで利益は得られて
いるため，今後の販路拡大に繋げていくべきであ
るとのことである。
　本会社の事業にふるさと納税特産品贈呈があ
り，大槌町の地場産品であるサケなどを贈ってい
る。これにより，大槌町の水産物の広報，水産事
業者の活性化にも繋げられる。
（5）水産関連産業（芳賀鮮魚店）
　芳賀鮮魚店（設立1973年４月：従業員数２名）
は，地場産品，活魚，鮮魚等の地方発送，地元の
居酒屋や民宿へ鮮魚販売等を行っている。
　当店は東日本大震災によって旧店舗兼工場が流
失した。その際，顧客のデータが記載されてい
る伝票も流失した。震災後は現在の所在地から
300m程離れた場所にあった23店舗合同の生鮮市
場で営業を再開した。その後，行政から補助金を
受けて現在地（大槌町安渡三丁目）に移動した。
　震災前後を通じて顧客が減少した。これは営業
を再開するまで顧客（飲食店や宿泊施設等）が他
の水産加工会社に取られたことが原因である。減
少分の顧客が戻るまで５年かかった。また震災前
の従業員はご夫婦だけであったが震災後の仮設店
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舗での営業時は５人となった。しかし，国からの
補助金が終了すると同時に３人を解雇し現在は震
災前に戻った。
　震災後の課題は販路拡大が難しいことである。
店舗以外（例えば物産展等）で販売を行おうにも
従業員が２人しかいないため，通常の業務が滞っ
てしまう。震災直後は店舗以外での販売も行って
いたが，場所代等の諸経費のため，それほど利益
が上がらなかった。インターネットを活用した業
務も行えないため，客をただ待っているという状
況である。他に従業員や顧客の高齢化も課題と
なっている。
（6）製造業の復興（千田精密工業）
　千田精密工業は岩手県内に３つの工場を持って
いる。本社は前沢工場である。そのほかに東和工
場，そして当地の大槌工場がある。この立地は震
災前後で変化は無い。
　創業は1979年である。事業内容は半導体及び液
晶関連装置用部品加工，航空機関連部品，自動車
関連の試作品，レーシングカー用特殊パーツ加工，
FSW（摩擦攪拌接合）での真空部品加工である。
2017年現在の従業員数は95名である。内訳は前沢
工場35名。大槌工場45名。東和工場15名である。
震災前後での従業員数に大きな変動はない。（大
槌工場で１名の震災による犠牲者有）。
　震災後の千田工業の大きな取り組みとは２つ
あった。１つ目は大槌工場の駐車場に５棟のプレ
ハブの避難所をいち早く設置した。大槌工場には
発電機もあり，地下水もあったことから水を汲み
上げることができた。避難所は最大80名まで受け
入れた。最後の１名の避難者が仮設所に入ったの
は2011年８月末日である。２つ目は大槌町への応
援職員が集まる宿舎を開設したことである。その
ことを大槌役場から相談されて，大槌町応援職員
宿舎を建設した。国の補助金は時間がかかること
から自己資本で取り組んだ。この宿舎は2011年10
月に着工して2011年12月に完成し，2012年１月か
ら利用を始めた。全部で4棟あり，40名が利用可
能である。2017年11月現在でもその部屋は全て埋
まっている（写真２）。
　震災前後による販路の縮小はなかった。むしろ
取引先と更に太いパイプができ，仕事の幅が広
がった。その影響もあり震災年の売り上げは上
がった。少量・多品種・高精度な加工部品の製作
を得意としている千田精密工業の課題は同業他社
にどう対抗していくかにある。
（7）平庄株式会社
　平庄株式会社は2002年９月に釜石市新浜町に工
場を設立した。2011年３月に東日本大震災により
工場の１階が全壊した。しかし，工場２階にある
冷蔵庫，冷凍庫の設備が残っていたため，復旧は
早く，2011年５月に工場の一部を再稼働させた。
2011年７月には工場が完全に復旧した。2013年３
月に大槌町に水産加工施設を新たに建設した。
　現在，釜石と大槌の工場で6,000トンの倉庫を
保有し，鮮魚を冷凍し，関東を中心に全国・中国
に出荷する一次仲卸を行っている。魚は主に宮古
市や山田町，気仙沼市，大船渡市から仕入れてい
る。輸送コストは浜値で調整している。
　復旧が早かったため，震災による影響はほぼ無
かった。震災後は中国に販路を拡大した。また新
事業として大槌工場で加工した商品をスーパーに
卸し始めた。従って震災前は年商10億円であった
が，震災後の現在は17億円に増加している。
　従業者数は，震災前はパートを含め30 ～ 40名
であったが現在は70名に増加した。日本人の平均
年齢は50歳前後で，男女比率は３：７と女性の方
が高い。外国人従業員は，ベトナム人の女性が17
名で，平均年齢は25歳である。復旧の際の資金は，
銀行からの融資を受けたり，補助金を利用したり
した。グループ補助金を利用し３次から５，６社
まとまって利用した。
写真２　大槌町応援役員宿舎
（http://ascii.jp/elem/000/001/111/1111991/）
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　大槌町から誘いを受けて，2013年に総工費８億
円を掛けて新しい工場を建設した。しめ鯖加工品
を取り扱うことによって，今までに無かった付加
価値を付ける作業をしている。平庄株式会社だけ
ではなく，大槌町からの誘致を受けた他の水産加
工会社が町内に新たにやって来たため，工場に人
が決まった人数が集まらず，他の会社の工場に流
れていくという課題がある。対策として，大槌と
釜石の工場を魚の量によって，従業員を移動させ
ている。
　今後の課題は３つ挙げられた。１つ目は，従業
員の人材不足と高齢化である。若い人の雇用を行
わなければならない。高校生に向けて説明会や工
場見学を実施することによって，魚屋さんではな
いというイメージ改革を行っている。しかし，若
い人の雇用には至っていないのが現状である。２
つ目は，サンマやサケの漁獲量の減少である。そ
もそも，養殖をしている漁業者が少なく，岩手県
全体として養殖に力を入れるべきである。３つ目
は，輸送する便が少ないことである。東北陸運，
宮古市場運送のトラックを利用しているが多い時
に１日でトラック５台分の出荷量になるため，輸
送便が足りていない。また三陸自動車道の早期開
通が求められる。
（8）シーサイドタウンマスト
　シーサイドタウンマスト（以下，マスト）は大
槌町のショッピングセンターである。東日本大震
災時，津波は２階まで押し寄せ，従業員７名が犠
牲となった。瓦礫まみれになった現地を復旧する
ために震災直後には広島県警や警視庁など遠方か
らの助けがあった。マストは2011年の12月22日に
再オープンした。
　マストの考える地域貢献は一刻も早くお店を再
開することにあった。理由は，震災後物資の不足
に悩まされている町民のためであった。また町民
は銀行のお金をおろすために隣町の釜石市に行か
なくてはならないという問題もあった。更に，い
ち早くオープンすることで人口流出を防ぎたかっ
たこともある。震災時は物を買うことが困難な大
槌町を不便に思った人が次々に他の町に流れて
いった。マストとしては何としてもそれを防ぎた
かった。そのため第一次グループ補助金の認定を
目指して，被災の最中，詳細な資料を集めて書類
を作成した。こうしてグループ補助金を得たマス
トは震災前と同じ立地で商品の流通経路を変える
ことなく再オープンを迎えることができた。
　今後の課題はいかにして大槌町に人を残し人口
の流出を防ぐか，これが課題である。
（9）福幸きらり商店街
　福幸きらり商店街は，2011年12月17日に旧大槌
北小学校の校庭に建設された。当初は，28店舗が
出店していた。その後，少しずつ店舗は増加し，
2017年現在，40店舗が福幸きらり商店街で営業し
ている。他の商店街は７～９店舗が平均となって
おり，福幸きらり商店街は大槌町の中で一番大き
い規模の商店街である。福幸きらり商店街では，
建設する際に地域の方々が利用しやすいような工
夫が為されている。それは真ん中に駐車場を作り，
その周りを囲むようにコの字型に店を配置したこ
とである。他の商店街等は，お店から駐車場まで
の距離が遠く不便だという意見があったことを参
考にした。
　次に，店舗の割り振りについてである。皆，客
足が見込める１階で営業したかったため，３回や
り直した。最後は会長裁定で飲食店やお土産屋，
美容室などは１階に配置し，事務所や飲み屋は２
階に配置することで決着した。結果論になるが利
用者からは「分かりやすい」と好評である。
　商店街では月に２回会議を行っている。福幸き
らり商店街は，利用客の満足度を上げるため「ト
イレを綺麗に保つ」ことにこだわっている。
　当商店街は2018年９月に取り壊しになることが
決定（調査時点：その後退去期限2020年３月まで
延長）している。しかし，移転や再開の目処が立っ
ているのは，半数ほどの店舗だけであり，残りの
半数はまだ目処が立っていない。
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４．陸前高田市ヒアリング調査結果
（1）MAIYA高田店
　MAIYAは1961年６月に設立され，岩手県を中
心に14店舗，総従業員数1114人（パート・アルバ
イト含む），年商200億円の地場系ショッピングセ
ンターである。今回調査した店舗は，MAIYA竹
駒店が東日本大震災で甚大な被害を受けて新たに
開店したMAIYA高田店である。この場所を選ん
だ理由は，社長の出身地が陸前高田市で当市を復
興したいという気持ちがあったことと，陸前高田
市の中心市街地のため採算性や復興の核になるこ
とを期待できたためである（地元客の要望もあっ
た）。高田店では従業員数が50人（パートを含む）
で，男女比率は３：７と女性が多く働いている。
　被災時は物流が滞ったが，CGCから牛乳等の応
援があった。震災後，従業員数の必要人数70人に
達していないことや，取引先もあまり変わってい
ない。また，歩いて行くのが難しい高齢者向けに
「買い物バス」を走らせているが乗車率は震災前
後で変化していない。しかし客数は想定より３割
少ない。要望としては，周りにお店が少ないので
集積利益を得る為にも数を増やしてほしいといっ
たものである。
（2）アバッセたかた
　陸前高田市の複合型商業施設アバッセたかたは
2017年４月21日にオープンした複合型商業施設で
ある。同年７月８日に図書館もオープンした。も
ともと陸前高田市にはリプルという商業施設が
あったが2011年の東日本大震災で全て流失してし
まった。そこで「コンパクトだけど活気のある街
づくり」というコンセプトのもと，アバッセたか
たがオープンした。「あばっせ」というのは陸前
高田周辺の方言で「行こう」という意味である。
　当施設の客層は小さな子供からご年配の方まで
幅広い。人口減少の割にはそれなりの売り上げが
ある。陸前高田市は2013年から「まちづくり復興
ビジョン」をもとに中心市街地の区画整理を行っ
ている。アバッセたかたも津波立地補助金を利用
し，なるべく出店者に負担にならない家賃設定を
心掛けた。家賃内訳は，市に借地料を払い，一坪
単位でテナントから料金を徴収するシステムであ
る。
　アバッセたかたを中心としたコンパクトなまち
づくりは，隣接の駐車場から周辺施設へ全て歩い
て行くことを可能にすることである。アバッセた
かた周辺にはこれからも飲食店や公共施設の建設
が予定されている（現在は計画の２割程度）。
（3）高田大隅つどいの丘商店街
　高田大隅つどいの丘商店街は，震災前から市内
で営業していた店舗や事業所が中心となり，2012
年６月にグランドオープンした。子どもからお年
寄りまで幅広い年齢の方が集まり，ふれあいや交
流ができる場所という意味で「つどいの丘」と名
付けられた。この商店街が賑わいで溢れ陸前高田
市の復興の中心となるようにという意味も込めら
れている。
　商店街は15店舗が入ることのできる造りとなっ
ており，２店舗が２部屋を使っていたため，オー
プン当初は13店舗であった。2017年11月現在，２
店舗が退去して11店舗が営業継続中である。
　この商店街を建てる契機となったのは，同商店
街事務局長の太田明成氏の働きかけである。太田
氏はカフェフードバーわいわいの代表と店長を務
めており商店街の発起人だった。もともとカフェ
フードバーわいわいは2009年11月に陸前高田駅周
辺にオープンしていた。順調に営業していたが，
2011年の東日本大震災により店舗が流失した。震
災から４カ月後の2011年７月にプレハブ店舗とし
て再オープンした。最大32人，20組程が入ること
ができる店舗だった。この時期，同時進行で当商
店街の建設計画も始まった。
　2011年５月に国から，建てられる状態の土地と
２店舗以上集めることを条件に商店街の建設が認
められることがわかった。そのため現地地権者
の同意を得て，やがて商店街の建設が決まった。
2012年３月に建設が完了し，３か月で内装を完成
させた。建設にはNPO団体の支援も大きく，助
成金等は一切なかった。こうして商店街は2012年
６月にグランドオープンすることができた。
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　カフェフードバーわいわいは，初期投資額600
～ 700万円かけて内装もこだわりながら完成し
た。開店後，商店街と２号店で営業を行っていた
が，人手不足と２店舗営業していると固定費がだ
いぶかかったことから2013年３月に２号店の閉店
を決意し６月に土地を返還した。
　売り上げは2012年がピークであり，2017年と比
較すると３割減である。集客も2012年は１日250
人程あったが，年々 10％程度程減少している。
　今後の課題は，2018年９月30日で商店街の営業
期限を迎える（調査時点：その後，払い下げを市
から受けて営業継続）。2017年時点で商店街の半
分の退去が決まっている。商店街を続けていくた
めには新規募集をかけて商店街に活気を持たせる
ことが必要であると考えている。
５．おわりに
　大槌町，陸前高田市とも人口減少が地域経済に
深刻な課題をもたらしていることが分かった。そ
れは，人手不足や後継者不足であったり，市場規
模の縮小であったりする。また「仮の人口」の縮
小も今後の課題となってきている。地域経済の再
構築が容易ではないことがわかった。
　その上で，大槌町の水産業は三陸沖の魚介類の
漁獲量減少によって厳しい場面を迎えつつある。
確かに１人当たりの生産性は多少上がっていて
も，それまでの低生産性との比較に過ぎないこと
と，やはり年々高齢化が進んでいるので予断を許
さない状況にあるといえる。また，零細企業の戦
略のあい路（新規事業に進出できない）も確認で
きた。観光業についても有為な観光資源を持たな
いことから，民泊を活かすこと以外はあまり積極
的な構想はないと言える。今後は，三陸道開通に
より仙台や青森からのアクセスが良くなることか
ら，大槌町周辺の観光地，三陸地域の来訪者を上
手く引き込んで，サケなどの特産品のPRや宿泊
施設の整備など進めていくことが重要であると考
える。
　陸前高田市については，高台の住宅地の仮設商
店街と沿岸部の中心商業地では，それぞれで違っ
た課題を持っていることがわかった。前者は，沿
岸部にアクセスが悪い多くの町民を顧客として獲
得できているが，今後は土地代や施設の維持など
を自ら行っていかなければならない。一方，中心
商業地については，高台の住宅地からのアクセス
に難があり，周辺の釜石などの大型商業施設との
競合もあることから買い物客数の伸び悩みが課題
として挙げられる。広大な土地を生かした新たな
事業の展開など集積利益を追求したよりコンパク
トな「まちづくり」を進めていくべきだと考える。
　両地域の地域課題は今後の日本の行く末とも重
なる部分があると考える。その点でも両地域の復
興は大事な取り組みだといえる。
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